
令和６年度 埼玉県住宅供給公社職員階層別スキルアップ研修 

業務委託仕様書 
 

１ 業務名 

  令和６年度埼玉県住宅供給公社職員階層別スキルアップ研修業務委託 

２ 業務場所  

  さいたま市浦和区仲町３丁目１２番１０号 ほか 

３ 契約期間 

  契約日から令和７年２月２８日まで 

４ 業務の目的 

埼玉県住宅供給公社では、多様性が求められる社会の中で「自ら考え、自ら動

く」職員を育成するため、新たに階層別スキルアップ研修を行う。 

５ 業務対応日 

月曜日から金曜日までの週５日間。ただし、休日（国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日をいう。）及び１２月２９日から翌年１

月３日までの日（以下「休日等」という。）は除く。 

６ 業務対応時間 

（１）午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（２）上記にかかわらず、本業務を執行する上で繁忙期等やむを得ない場合は、公

社と受託者の協議により業務対応時間を延長するものとする。 

   また、研修会場となる会議室等の使用状況により、業務対応時間を超えて会

場設営等行う必要がある場合も同様とする。 

７ 業務実施体制 

 （１）業務従事者の配置 

    本業務を遂行するにあたり、業務責任者及び従事者（以下「業務従事者」と

いう。）を適正数配置し、適切に業務処理を行えるようにするとともに、効率

的かつ効果的な運営が可能な体制を整備するものとする。 

 （２）業務責任者 

   ア 受託者は、業務責任者を定めるものとする。 

   イ 業務責任者は、常勤の正規職員で従事者を統括する権限のあるものとす

る。 

   ウ 業務責任者の業務範囲は、以下に掲げるものとする。 

（ア）研修の企画業務について、計画書、資料等を公社に提示し、公社と協

議・調整を行う。 

（イ）研修の運営業務において、運営・従事体制を調整し、従事者を統括する 

（ウ）上記のほか、本業務が円滑に遂行されるよう統括する。 

 

 



８ 委託内容 

 （１）本業務の対象となる研修 

    本研修は「主事・主任」、「主査」、「主幹」、「管理職（課長職以上）」の４つの

階層を対象とする階層別スキルアップ研修とする。 

   ア 各階層の対象者数 

主事・主任：25名、主査：37名、主幹：24名、管理職：26名 程度 

（若干の変動の可能性があります。） 

イ 研修の計画・準備 

研修の実施にあたり、カリキュラム作成、資料作成、講師の手配等の準備

を行うこと。 

ウ 研修における基本事項 

（ア）各階層に求める「役割・責任」「目指す成果」「目指す行動能力」「現状の

課題」を考慮し、研修内容を企画、実施すること。また、講師は、研修内

容に最もふさわしい者を選定すること。 

（イ）各階層の研修は、半日を 1コマとして合計４コマとすること。 

（半日４回、全日２回、半日２回＋全日１日いずれの組み合わせでも可） 

なお、「主査」については人数が多いことから２回に分けて実施すること。 

（２）研修の企画業務 

ア 研修内容の企画 

（ア）研修方法については、原則対面型集合研修とする。 

（イ）欠席者のフォロー体制を講ずること。例えば、研修の録画映像や、eラ

ーニング型の素材の提供等を行うこと。 

（ウ）上記の内容の他、研修の実効性を高めるための独自提案や、効率的に実

施する方策を盛り込むこと。 

イ 研修の日時・期間及び会場の決定 

受託者は、おおむね実施４週間前までに、公社が提示した候補日時及び会

場の中から実施日時及び会場を公社と協議の上決定する。対面型集合研修

以外の方法による研修については、実施期間（eラーニング配信期間等）を

公社と協議の上決定する。 

ウ 研修機材及び消耗品等の確保 

研修に必要な機材、消耗品等は原則として受託者により手配を行うこと。

ただし、会場における研修資機材（プロジェクター、机、椅子、ホワイト

ボード等）は公社が用意する。 

（３）研修の実施準備業務 

受託者は、研修の実施準備として、次の事務を行うものとする。 

ア 教材の作成準備 

研修で使用する教材（テキストや動画等）を作成し、研修実施日の 5日前

までに公社に提供する。 

なお、テキストはデータ（PDF等）で提出するものとする。 

イ eラーニング型研修 

eラーニング型研修を実施する場合は、複数の単位に分割した教材とし、視



聴できる環境を 5日前までに整備し、提供すること。 

 （４）研修当日の運営業務（対面型集合研修） 

    研修当日の運営業務のうち、次の事務は公社にて実施する。 

ア 研修受講者の受付 

イ 会場の準備・後片付け 

 （５）eラーニング実施時の留意点 

ア eラーニングを受講する仕組みは、受託者が保有するシステム（サービ

ス）を提供すること。 

イ 受託者が提供するシステム（サービス）は、インターネット回線を用いて

接続できること。 

ウ 受託者が提供するシステム（サービス）はウィルス感染対策、不正アクセ

ス防止等セキュリティ対策がされていること。 

エ eラーニング実施期間中に受講者からの操作方法など問合せに対応できる

環境を用意すること。 

オ eラーニングを受講するにあたり不具合が生じた場合の受付・対応を行う

こと。 

カ eラーニング研修の実施期間中に受講者の受講履歴や進捗などを確認でき

る仕組みを公社担当者へ提供すること。 

 （６）研修実施後の業務 

   ア 研修アンケートの実施・とりまとめ 

受講者に対し、研修終了後にアンケート調査を行うこと。集計結果をとり

まとめ、２週間以内に報告すること。なお、アンケートの内容は事前に公

社担当者と調整の上、決定すること。 

   イ 効果測定の実施 

     研修終了後に受講者のスキルがどの程度レベルアップを図れたか、検証す

るための効果測定を実施すること。全ての研修終了後、１ヵ月以内に、可

能な限り数値化した検証結果を報告すること。なお、効果測定の内容は事

前に公社担当者と調整の上、決定すること。 

   ウ eラーニング研修の修了認定 

eラーニング研修を実施の場合、受講者の修了が確認できるようにするこ

と。（修了・未修了の確認は一覧の提出でも可とする） 

   エ 研修実施報告書の提出 

全ての研修終了後、２週間以内に研修の実施報告書を提出すること。 

（実施報告書：階級ごと 研修実施日時、場所、参加人数、研修方法、カ

リキュラム、研修中の写真※、その他特記事項） 

     ※受託者・公社で協力の上、研修に支障が無いように撮影する。 

各階層１～３枚程度掲載。 

オ 今後の課題等の提案 

全ての研修終了後、２週間以内に各階層における課題、今後育成が必要な事 

項、育成するために有効な方策について提案すること。 

 （７）窓口業務 



本業務の内容等について、公社担当者との調整のため、受託者窓口となる連

絡先（担当者、電話、メールアドレス）を明確にし、問合せに適切に対応す

ること。 

９ 受託者の責務 

受託者は、事故、災害などの緊急事態が発生した場合は、業務遂行に支障を来す

ことがないよう公社と連携して十分な対応を図ること。受託者は、常に善良なる

管理者の注意を持って業務を遂行し、業務の進捗状況について確認の上、公社に

対して適宜報告すること。 

１０ 特記事項 

  受託者は、業務を遂行する上で以下の内容について留意すること。なお、各内容

の詳細については「埼玉県住宅供給公社委託契約約款」に定められたものとす

る。 

 （１）業務内容及び個人情報保護に係る秘密の保持 

  受託者は、本業務の履行にあたっては個人情報の保護に関する法律、埼玉県

が制定する個人情報の保護に関する法律施行条例（令和 4 年埼玉県条例第 50 

号）を遵守するものとする。 

 （２）情報セキュリティ対策 

  受託者は、eラーニング研修等で登録された情報の流出等がないよう 情報セ

キュリティを確保するために必要な措置を講じなければならない。本業務が

終了した場合は、登録されている職員等の情報を復元できないような処置を

した上で廃棄し、又は消去しなければならない。 

 （３）その他 

ア 本業務に関して、契約書及び本仕様書に明示されていない事項であって

も、階層別スキルアップ研修に当然に必要になる事項については、委託者の

要請に応じ受託者は誠実に対応すること。 

   イ 受託者が提出した企画提案書の内容及び第二次審査（プレゼンテーショ

ン）で説明した内容についても誠実に履行すること。 

ウ 本仕様書に記載のない事項及び疑義が生じた場合、受託者は速やかに委託

者と協議し、その解決を図ること。 

エ 関係法令等を遵守し、その適用及び運用は受託者の責任において適切に行

うこと。 

 


